

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































修正地租(c） 原地租(d） (ｃ－ｄ） (c）(d） 備考
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44年１月28日認可指令
43年10月１０日又はこれを接近する日に調
査委員会開会(調査委員4,178人、１委員
会当り、原則10人）
調査委員７８
〃 ８
ノノ １０
〃 ８
〃 ８
宅地価修正委員会
｜原則43年10月15日より
増毛･浦i可10月18日よ’
網走･根室10月20日よＩ
宗谷１０月22日よ｝
異議申立あるも
取下げられる。
異議申立期間
11月に
決議
(大半）
44年３月108～21日
146
（９）「委員会議録」35-310頁。
(10）「委員会議録」35-311頁。
(11）「宅地地価修正秘録」税務大学校租税史料館蔵。本件は，富岡税務署関係の資
料である。なお，群馬・栃木・茨城の三県下は，明治35年１月から42年10月にか
けて，宇都宮税務監督局に属している。その後，高崎に集中簿書庫が建築されて
おり，租税史料の宝庫となっている。
(12）「宅地賃貸価格関係書類」（以下，「岩田文書」という｡)。税務大学校租税史料
館蔵。この文書には東京税務監督局関係の資料が多く含まれているが，収集者が
東京税務監督局の幹部であったこともあり，北海道など他局の資料も多数含まれ
ている。
(13）「岩田文書｣。
(14）「岩田文書｣。
(15）「宅地地価修正秘録」による。
(16）「明治大正財政史」第６巻684～688頁及び（15）の資料。
(17）「明治大正財政史」第６巻685～686頁。
(18）「明治大正財政史」第６巻689～697頁。
(19）「明治44年起秘録（寿都税務署)」租税史料館蔵。
(20）「署長秘録・網走税務署」租税史料館蔵。
(21）「明治大正財政史」第６巻711頁～724頁。
(22）「明治大正財政史」第６巻725頁～726頁。
(23）「明治年間法令全書」明治４３－４，１９３頁。
(24）「明治大正財政史」第６巻703頁。
(25）「宅地地価修正秘録」第３款。
(26）「宅地地価修正秘録」第４款。
(27）「宅地地価修正秘録」第６款。
(28）「明治大正財政史」第６巻704頁。
(29）「宅地地価修正秘録」第６款。
(30）「明治大正財政史」第６巻705頁。
(31）「明治大正財政史」第６巻708頁。「財務」３０号29頁―これは，大蔵省の公表し
たもの。
(32）「北海道庁統計書」明治44年度及45年度。
(33）「明治大正財政史」第９巻「専売（上)｣。
(34）「明治大正財政史」第９巻51頁～52頁。及71頁～72頁。
(35）「明治大正財政史」第９巻52頁。
(36）「明治大正財政史」第９巻86頁～152頁。
(37）「明治大正財政史」第９巻256頁～184頁。
(38）西野敬雄「税ってなんだろう（改訂版）大蔵省印刷局」
(39）広山堯道編「近世日本の塩」雄山閣，平成９年，259頁～267頁。吉永昭「近
世の専売制度」吉川弘文館
地価問題と北海道の税務行政組織(6)（西野）１４７
(40）「明治大正財政史」第10巻18頁～23頁。
(41）「明治大正財政史」第10巻24頁～30頁。
(42）「明治大正財政史」第10巻32頁～49頁。
(43）「明治大正財政史」第10巻52頁～69頁。
(44）「明治大正財政史」第10巻81頁～91頁。
(45）「明治大正財政史」第10巻82頁～91頁。
(46）日本塩業大系編集委員会編「日本塩業大系史料編・近・現代（三)」昭和５１
年，491頁～662頁及び同書の解題．同書の673頁～679頁には，当時の北海道の塩
業の事情が阪出塩務局からの「塩務二関スル調査書」の中に記されている。それ
によれば，北海道は全国の中で最も多額を需用しているが漁業用のものが多く，
品質劣等のものに慣れしたしみ，特別塩を利用して不正の利得を得る者が多いと
する。その意味でも，北海道での販路調査が重要であったといえよう。
なお，同書には，北海道でもルベシ塩泉の利用や凍結法による製塩が検討されて
いることが明かにされている。
(47）「明治年間法令全書」明治38年－２，１０２頁～105頁。同一３，１１２頁～126頁。
(48）「札幌税務監督局局報」５号以降。その中で，後に出てくる井上耕介も併件の
辞令を受けている。
(49）前注（55）の井上耕介も，間税課主任であり，抜群の器量をもっていたとい
う。温厚かつ威厳があり，勉強家であるとともに事務に精通し調査技術にもすぐ
れ，業者の不正を未然に防止したこともあるという。保井俊之「十年の俸禄一
日の急一税務職員井上耕介の殉職一」（以下，「保井」という｡）ファイナンス
1992年１月号65頁以下による。間税職員には，当時の主力税である酒税を担当し，
酒類業者と一人でやり合うことから，優秀な職員が多かったことが，当時の各種
の記録からうかがうことができる。井上耕介氏もその一例である。
(50）「網走税務署長秘録」（租税史料館蔵)。
(51）「明治大正財政史」第10巻143頁。
(52）「税法審査委員会審査報告」387頁～391頁。
(53）「明治大正財政史」第10巻145頁～160頁。「税法整理案審査会審査要録」187頁
～202頁。税法整理案審査会は，将来計画方針の遂行に強い期待を示している。
(54）「明治大正財政史」第10巻154頁～156頁。
(55）「明治大正財政史」第10巻145頁。「帝国議会衆議院議事速記録」22-61頁～６２
頁，137頁～139頁，283頁～289頁。「帝国議会衆議院委員会議録明治篇」４６－
181頁～203頁。「読売新聞」明治40年１月16日「塩専売法廃止案成行」
(56）「明治年間法令全書｣。明治40年－３，３８７頁～398頁及40年－４，４５７頁～459
頁。この改正により，北海道には札幌地方専売局のほか製造所もなく，販売所は
小樽と函館に置かれた。この後，大正末まで塩専売の組織は大きな改正はない。
(57）小暮得雄「井上属の殉職に寄せて－刑法学徒の偶想」税大通信昭和53年１１
月１日号。加藤喜一郎「井上属の殉職」税大通信昭和53年９月１日号。「北海タイ
ムス」の記事としては，明治41年３月23日付「凍死せし井上属珍らし篤学敦厚
1４８
の人」と題する29行の記事がある。ここでも模範的人物とたたえられている。「保
井｣。税務大学校租税資料室「租税資料から見た税の歴史」平成６年。
(58）読売新聞，「塩田同盟大会結成」明治39年10月20日。なお，北海タイムス明治
３９年６月１日付「塩の値段制限」「内地塩業の撲滅」の記事は，こうした大蔵省の
動きを詳しく報じている。
(59）「読売新聞」明治39年10月４日付「塩専売の改正｣。
(60）「北海タイムス」明治41年２月22日付「塩専売廃止の将来｣。
(61）「明治大正財政史」第10巻192頁。
(62）「読売新聞」明治41年６月９日付「塩田整理方針」
(63）「明治大正財政史」第10巻196頁～218頁。
(64）「読売新聞」明治43年２月27日付「塩田整理法案決｣。
(65）「明治大正財政史」第10巻218頁～220頁。
(66）「読売新聞」明治43年５月３日付「塩田整理の発表」
(67）「読売新聞」明治43年10月５日「濱口局長の視察談｣。
(68）「明治大正財政史」第10巻234頁～235頁。
(69）「北海タイムス」明治38年７月20日付「本道財政の状況｣。
(70）「北海タイムス」明治38年６月15日付「開戦前後納税成績｣。
(71）「北海タイムス」明治38年11月26日付「札幌に於ける地主の負担（驚くべき増
額なり)｣。
(72）「北海タイムス」明治38年11月22日付「市街宅地地価修正に関する協議｣。
(73）「北海タイムス」明治38年12月５日付「市街宅地地租に就いて（楠局長の談)｣。
(74）「北海タイムス」明治39年１月７日付「区町村の重要事」「市街宅地租問題と
政府｣。
(75）「北海タイムス」明治39年１月12日付「宅地租に就て｣。
(76）「北海タイムス」明治39年１月16日付「地価修正問題｣。
(78）「北海タイムス」明治39年１月20日付「札幌税務署管内有租宅地｣。
(79）「北海タイムス」明治39年１月21日付「市街宅地地価修正に関する小樽地区地
主の請願｣。内務・大蔵大臣に提出した意見書は，明治39年２月２日に全文掲載さ
れている。なお，請願の本文は２月８日付に掲載されている。
(80）「北海タイムス」明治39年２月21日・２３日・２４日・２７日及び３月３日。
(81）「北海タイムス」明治39年２月３日付「宅地租廃止論｣。（87）とともに，土岐
古鏡の筆名がある。なお，同１月12日付の論説「宅地価修正の先決問題」も参照。
(82）「北海タイムス」明治39年３月29日付「北海道宅地租問題｣，同３月１８日付
「地租問題の成功」
(83）函館区民への上京委員の報告については，「北海タイムス」明治39年３月18日
付「函館の地価修正総会｣。
(84）「北海タイムス｣，「税制改正談｣，明治39年７月18日・１９日・２１日・２９日及び
８月２日。
(85）たとえば「北海タイムス」は，「現行税と会議所」明治39年10月７日で，「読
地価問題と北海道の税務行政組織(6)（西野）１４９
完新聞」も「商業会議所連合会」明治39年10月17日・１９日・２０日などで詳細に報
告している。なお，有馬学「｢国際化』の中の帝国日本｣，中央公論新社，平成１１
年44頁～46頁をも参照。
(86）「北海タイムス」明治39年６月10日付「税務調査の方針｣。
(87）たとえば「北海タイムス」明治40年３月６日付論説「北海道経営案｣，同３月
９日付「小樽区会記事｣。
(88）「北海タイムス」明治40年12月17日付「地価修正急務｣。
(89）「北海タイムス」明治41年３月29日付「未開地案成立す｣。
(90）「北海タイムス」の「未開地処分法改正反対意見｣，明治41年３月７日・８
日・１０日付。
(91）「北海タイムス」明治41年７月４日付「被害免租検査に就て｣。
(92）「北海タイムス」明治41年２月６日付。
(93）北海道庁「北海道第一期拓殖計画事業報文」第１章。
(94）「角田村史」昭和15年，131頁～133頁。「栗山町史」昭和46年，710頁～712頁，
235頁～256頁。
(95）斉藤仁「１日北海道拓殖銀行論」145頁～149頁，平成11年，日本経済評論社。
